
事 業 概 況 （令和４年９月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和４年度労災保険業務機械処理の令和４年９月末現在における保険給付支払総額は3,555億円で、前年同期に比べて

1.9％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が1,624億円で45.7％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,209億円で34.0％を占めている。以下、休業補償給付が14.0％、障害補償一時金が3.7％、介護補償給付が1.1％、

遺族補償一時金が1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が14.6％増、休業補償給付が2.6％増とな

っているのに対し、二次健康診断等給付が14.1％減、障害補償一時金が7.7％減、葬祭料が3.6％減、年金等給付が3.4％

減、療養補償給付が1.3％減、介護補償給付が0.7％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,191億円で33.5％、「建設事業」が974億円で27.4％、

「製造業」が809億円で22.8％となっている。以下、「運輸業」が11.0％、「鉱業」が2.8％、「林業」が1.5％、「船舶所

有者の事業」が0.5％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 2.1％増、「船舶所有者の事業」が1.2％増と

なっているのに対し、「漁業」が 11.5％減、「鉱業」が 7.8％減、「林業」が 6.6％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事

業」が5.3％減、「建設事業」が3.7％減、「製造業」が3.5％減、「運輸業」が3.1％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 362,300,251 100.0 0.3 △    355,464,988 100.0 1.9 △    

療 養 補 償 給 付 122,541,420 33.8 1.9 120,923,921 34.0 1.3 △    

休 業 補 償 給 付 48,551,143 13.4 0.3 49,817,295 14.0 2.6

障 害 補 償 一 時 金 14,425,284 4.0 2.0 △    13,312,951 3.7 7.7 △    

遺 族 補 償 一 時 金 3,139,095 0.9 6.1 △    3,597,865 1.0 14.6

葬 祭 料 875,943 0.2 6.9 △    844,591 0.2 3.6 △    

介 護 補 償 給 付 3,885,392 1.1 1.3 △    3,859,453 1.1 0.7 △    

年 金 等 給 付 168,102,884 46.4 1.8 △    162,439,707 45.7 3.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 779,090 0.2 44.1 669,206 0.2 14.1 △   

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　3年9月末 令和4年度　4年9月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 896億円で55.2％と最も大きく、次いで障害補償

年金が618億円で38.1％、傷病補償年金が110億円で6.8％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 533 億円で 32.8％、「製造業」が 457 億円で 28.1％、

「その他の事業」が343億円で 21.1％となっている。以下、「運輸業」が11.1％、「鉱業」が4.3％、「林業」が1.7％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 362,300,251 100.0 0.3 △    355,464,988 100.0 1.9 △    

林 業 5,812,587 1.6 4.0 △    5,428,101 1.5 6.6 △    

漁 業 1,057,899 0.3 2.6 935,812 0.3 11.5 △   

鉱 業 10,976,099 3.0 8.7 △    10,121,964 2.8 7.8 △    

建 設 事 業 101,188,827 27.9 2.4 △    97,416,315 27.4 3.7 △    

製 造 業 83,818,777 23.1 2.0 △    80,901,306 22.8 3.5 △    

運 輸 業 40,372,618 11.1 0.8 39,129,566 11.0 3.1 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
821,217 0.2 4.1 777,859 0.2 5.3 △    

そ の 他 の 事 業 116,652,738 32.2 3.6 119,135,129 33.5 2.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,599,491 0.4 0.8 1,618,934 0.5 1.2

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　3年9月末 令和4年度　4年9月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和4年度　4年9月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 61,820,658 89,589,189 11,029,860 162,439,707 100.0

林 業 797,848 1,852,550 114,193 2,764,591 1.7

漁 業 156,384 497,837 11,418 665,639 0.4

鉱 業 634,176 5,270,545 1,010,056 6,914,777 4.3

建 設 事 業 16,713,036 32,575,848 3,970,225 53,259,109 32.8

製 造 業 22,277,750 21,396,515 1,977,541 45,651,806 28.1

運 輸 業 6,807,370 10,131,546 1,078,749 18,017,665 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
102,026 299,926 31,194 433,146 0.3

そ の 他 の 事 業 14,190,785 17,266,055 2,823,279 34,280,119 21.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 141,283 298,367 13,206 452,856 0.3

構 成 比 38.1% 55.2% 6.8% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和４年度労災保険業務機械処理の令和４年９月末現在における保険料徴収決定済額は8,688億円で、前年同期に比べ

て4.5％増となっている。保険料収納済額は3,873億円で、前年同期に比べて6.4％増となっている。また、収納率につい

てみると44.6％となっており、前年同期に比べて0.8ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,361億円で50.2％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,708 億円で 19.7％、「製造業」が 1,609 億円で 18.5％を占めている。以下、「運輸業」が 8.7％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度

　業　種 3年9月末 4年9月末 3年9月末 4年9月末 3年9月末 4年9月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 831,255,604 868,843,690 100.0 4.5 363,939,127 387,348,427 100.0 6.4 43.8 44.6

林 業 5,498,164 5,637,167 0.6 2.5 2,598,561 2,677,231 0.7 3.0 47.3 47.5

漁 業 1,795,847 1,873,455 0.2 4.3 759,344 815,100 0.2 7.3 42.3 43.5

鉱 業 2,512,592 2,586,409 0.3 2.9 978,259 1,008,141 0.3 3.1 38.9 39.0

建 設 事 業 163,271,259 170,776,587 19.7 4.6 77,269,100 81,448,984 21.0 5.4 47.3 47.7

製 造 業 151,423,715 160,943,245 18.5 6.3 58,294,482 65,854,773 17.0 13.0 38.5 40.9

運 輸 業 74,954,099 75,484,089 8.7 0.7 27,054,484 27,483,094 7.1 1.6 36.1 36.4

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,179,304 2,370,148 0.3 8.8 885,583 947,577 0.2 7.0 40.6 40.0

そ の 他 の 事 業 416,387,811 436,128,765 50.2 4.7 190,738,024 201,791,220 52.1 5.8 45.8 46.3

船舶所有者の 事業 13,232,815 13,043,825 1.5 1.4 △   5,361,291 5,322,307 1.4 0.7 △   40.5 40.8

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


